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難治性炎症性腸管障害に関する調査研究 

分担研究報告書(令和元年度) 

 

炎症性腸疾患外科的確化プロジェクト 

潰瘍性大腸炎重症例の手術適応、手術時期の検討―多施設共同研究― 

 

研究分担者 杉田昭 横浜市立市民病院 臨牀研究部 部長 

 

研究要旨： 

炎症性腸疾患の外科治療について新しい内科治療の効果と限界や新しい外科治療の開発などにより

「手術適応」、「手術時期」などを変更していく必要があり、現実に則した修正、追記が必要である。

外科治療を的確に行うためには、新しい治療を含めた内科治療例の経過の観点とともに新しい治療を

含めた内科治療後の外科治療例の術後経過の観点からの検討が必要である。また、手術術式や術後管

理の検討を継続することは的確な外科治療による患者の QOL 向上に重要である。本プロジェクトは外

科医だけではなく、内科医、小児科医も構成メンバーとなって検討を進め、治療指針に反映させるこ

とを目的としている。 

今回は潰瘍性大腸炎重症例（成人）の手術時期、手術適応について変遷と現状を検討することとし

た。2009 年に Tacrolimus、2010 年に Infliximab、2013 年に Adalimumab が本邦で承認されており、

これらの新規治療が行われる前の 2007 年、2008 年（前期）（2施設）と治療が開始された 2015 年－

2019 年の期間（後期）（8施設）について、重症例の比率、術前内科治療、手術術式を本研究班外科

研究協力施設のうち 8施設で後方視的に検討した。 

新規治療が行われる前の 2007 年、2008 年（前期）（2施設）と治療が開始された 2015 年－2019 年

の期間（後期）（8施設）について、重症例の比率、術前内科治療、手術術式を検討した。 

重症例の手術例に占める重症例の比率は前後期で約 30％と差がなく、新規治療後も重症例の比率

は低下していなかった。術前のステロイド使用率は後期で明らかに減少していた。初回手術術式は結

腸亜全摘（S 状結腸粘液、または Hartmann 手術）が前期に比べて後期で明らかに増加しており、後

期の重症手術例で全身状態の不良、または直腸下部、肛門管の近傍の高度の炎症例が増加しているこ

とが推定された。その結果、分割手術が増加し、重症例での手術回数が最終的に増加していると考え

られた。今後、更に多数例での検討により、重症例の手術時期の検討が必要である。 

共同研究者 
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外科部門） 

福島浩平（東北大学分子病態外科） 

畑啓介（東京大学大腸肛門外科） 

舟山裕士（仙台赤十字病院外科） 

根津理一郎（西宮市立中央病院外科） 
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炎症性腸疾患センター） 

長沼誠（慶応大学消化器内科） 

中村志郎（兵庫医科大学炎症性腸疾患講座 

 内科部門） 

A. 研究目的 

炎症性腸疾患の外科治療について新しい内科

治療の効果と限界や新しい外科治療の開発など

により「手術適応」、「手術時期」などを変更して

いく必要があり、現実に則した修正、追記が必要

である。外科治療を的確に行うためには新しい治

療を含めた内科治療例の経過の観点とともに新

しい治療を含めた内科治療後の外科治療例の術

後経過の観点からの検討が必要である。また、手

術術式や術後管理の検討を継続することは的確

な外科治療による患者の QOL 向上に重要である。

本プロジェクトは外科医だけではなく、内科医、

小児科医も構成メンバーとなって検討を進める。 

潰瘍性大腸炎に対する新しい内科治療として

2009年に Tacrolimus、2010年に Infliximab、2013

年に Adalimumab が本邦で承認され、近年、手術

例の状況も変化している。今回は潰瘍性大腸炎重

症例の手術時期、手術適応について変遷と現状を

分析し、内科、外科治療の今後の方針について検

討することとした。 

 

B. 研究方法 

1.対象 

 潰瘍性大腸炎重症例の治療について本研究班

外科研究協力施設に手術例中の重症例の率、手術

術式の経時的変遷など結果を依頼し、回答のあっ

た 8 施設の結果を後方視的に検討した（表－1）。 

2.検討内容 

新規治療が行われる前の 2007 年、2008 年（前

期）（2 施設）と治療が開始された 2015 年－2019

年の期間（後期）（8施設）について、重症例の比

率、術前内科治療、手術術式を検討した。 

（倫理面への配慮） 

各参加施設の結果を集積、分析した。 

 

C. 研究成果 

1.手術例に占める重症例の比率（表－2） 

前期、後期とも 30％前後で年代による差はみ

られなかった。 

2.重症例に対する術前内科治療（表－3） 

術前のステロイド使用率は前期で約 90％、後

期は 40-50％と後期で明らかに減少し、後期で

はカルシニューリン阻害剤、生物学的製剤が多

く使用されていた。 

3.初回手術術式 

前期では結腸亜全摘（S 状結腸粘液、また

は Hartmann 手術）が平均 46％（38％、53％）

であったが、後期では平均 66％（60-78％）と

増加していた。  

 

D. 考察 

 潰瘍性大腸炎重症例に対する手術を新規内

科治療であるカルシニューリン阻害薬、生物学的

製剤使用前の前期と使用後の後期に分けて検討

した。手術例に占める重症例の比率は約 30％で差

がなく、新規治療後も重症例の比率が低下してい

なかった。術前のステロイド使用率は前期で約

90％、後期は 40-50％と後期で明らかに減少して

いた。初回手術術式は結腸亜全摘（S状結腸粘液、

または Hartmann 手術）が前期に比べて後期で明

らかに増加しており、後期の重症手術例で全身状

態の不良、または直腸下部、肛門管の近傍の高度

の炎症例が増加していると推定された。その結果、

分割手術が増加し、重症例での手術回数が増加し

ていると考えられた。今後、更に多数例での検討

が必要である 

 

E.結論 

潰瘍性大腸炎に対する新規内科治療後に重症

として手術を受ける症例は術前の全身状態が不

良または腸管炎症が高度であることから、分割手

術の頻度が増加していることが示唆され、手術時

期の検討が必要と考えられた。 

 

Ｆ:健康機関情報 

 特になし 
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G:研究発表 

 今後予定 

 

H:知的財産権の出願、登録状況 

 特になし 

I. 文献 

 なし 
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